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答申第１２９号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書の開示請求

異議申立人は、平成２２年９月９日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県

条例第３８号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、奈良県教育委

員会（以下「実施機関」という。）に対し、「○○○立○○中学校○○○○教諭 １

平成１６年から６年間（１６、１７、１８、１９、２０、２１年）の通勤手当支給

に係る通勤届の開示請求を求める。例、通勤届（任命権者の奈良県教育委員会に提出

した通勤届のことである。）「通勤方法、定期・回数券の識別、運賃額の記載がある

ものが必要」交通機関の運賃負担変更等にかかる変更届を含む。２ ○○○○教諭の

通勤について、当該校長（○○中学校「○○○○」）及び任命権者（奈良県教育委員

会）が指導した経緯がわかる文書を求める。（メモを含める。）（通勤による交通費

の不正受給のことをさす。） １と２について、文書での回答（開示請求）」の開示

請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２２年９月２４日、実施機関は、本件開示請求に係る文書（以下「本件行政文

書」という。）を開示しない旨の行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）

を行い、次の開示しない理由を付して、異議申立人に通知した。

開示しない理由

本件開示請求は、特定の個人の名を挙げてしたものであることから、開示請求さ

れた行政文書の存否について回答すれば、条例第７条第２号の規定により不開示と

すべき個人に関する情報を開示することとなるため

３ 異議申立て

異議申立人は、平成２２年１０月１日、本件決定を不服として、行政不服審査法（

昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対し、本件決定の取

消しを求める異議申立てを行った。

４ 諮 問
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平成２２年１０月１３日、実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報

公開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該異議申立てに係る諮問を行

った。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

本件決定の取消しを求めます。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が、異議申立書等において主張している異議申立ての理由は、おおむね

次のとおりである。

（１）異議申立書

○○○○教諭の通勤手当の支給に関し、不正の端緒を把握した。

よって、開示請求を行い、正確な事実関係の調査をし、正規な支出か不正な支出

かの判断資料としたい。

問題点

ア 大原則に反する（不開示について）

第一条 この条例は、行政文書の開示を請求する権利を明らかにするととも

に、情報公開の総合的な推進に関し必要な事項を定めることにより、県政に対

する県民の理解と信頼を深め、県民の県政への参加を促進し、もって県民の知

る権利への理解を深めつつ、県の有するその諸活動を県民に説明する責務が全

うされるようにするとともに、公正で開かれた県民本位の県政を一層推進する

ことを目的とする。

イ 第１条の規定から

教育委員会は、奈良県情報公開条例に基づいて、「行政文書の開示制度」と

「情報提供施策」を行うのは当然である。

条例第１０条を根拠に不開示にするのは、大原則に反する。

ウ 県民の税金

税金の使途を明らかにするのは、県民としての権利、また、教育委員会が開

示しないのは職務の怠慢である。

（２）口頭意見陳述

実施機関の理由説明書について主張しておきたいところが２点ある。１点目は、

理由説明書の「不開示と判断した理由について」の「「個人に関する情報であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別するこ

とができるもの」を原則として不開示とする旨規定している」と記載している部分、

２点目は、「異議申立ての理由について」の「個人の正当な権利・利益を害したり、

県民全体への福祉の増進を目的とする行政の公正かつ適切な執行を妨げ」として、
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この教諭の権利利益を尊重している部分である。

この開示請求は、この教諭が交通費を不正受給しているという情報提供があり、

それを調べるために行ったものである。通勤届がなければ実情が分からないことか

ら、公的な資料を求めたものである。

しかし、開示請求しても開示されない。そうすると、奈良県教育委員会は、通報

に関して対処せず、隠ぺいしているような印象も受ける。本来、地方公務員は、県

民の信頼に応えるべく職務を遂行するのが仕事である。疑問があれば、職員又は教

育委員会が正々堂々と答えるべきである。隠ぺいして不開示にしていくということ

には納得できない。

このような不正受給について、つい最近のことであるが、大阪市では、委託事業

の指導員５人が通勤手当を不正受給していたが、大阪市公正職務審査委員会が調べ

て、返還と処分という対応をしている。また、西宮市でも職員９０人が不正受給を

していたが、不正受給分は職員給与から差し引くとしている。奈良県教育委員会に

おいても、不正受給について開示請求があれば、教職員全てについて確認をすべき

である。しかし、確認もせずに不開示としている。本来の地方公務員の職務そのも

のを考えずに、職員や組織をかばい、この不信に対して明確に答えないことが非常

に問題である。

この件については、非常に大きな問題だとは思っていない。職員がわずかなお金

を不正受給したのではないかという推測だけである。ただ、情報公開を求めている

にもかかわらず、全く公開しないということが非常に大きな問題であり、憤りを持

っている。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、おおむね次の

とおりである。

１ 県費負担教職員制度について

市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定する市町

村立の小学校、中学校等の教職員（以下「県費負担教職員」という。）の任命権は、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号。以下「地教

行法」という。）第３７条の規定により、都道府県教育委員会に属する。

県費負担教職員に係る給料その他の給与については、市町村立学校職員給与負担法

第１条の規定により、都道府県の負担とされ、県費負担教職員の給与、勤務時間その

他の勤務条件については、地教行法第４２条の規定により、都道府県の条例で定める

こととされている。本県では、一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年９月奈

良県条例第３３号。以下「給与条例」という。）が定められており、市町村立学校に

勤務する県費負担教職員の給料その他の給与については、給与条例が適用される。

また、県費負担教職員の任免、分限又は懲戒に関しては、地教行法第４３条第３項

において、「地方公務員法の規定により条例で定めるものとされている事項は、都道
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府県の条例で定める」とされ、本県では、職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

（昭和２６年８月奈良県条例第４７号）が定められており、市町村立学校に勤務する

県費負担教職員については、この条例が適用される。

２ 通勤手当支給に係る通勤届等について

通勤手当は、給与条例第１１条の６第１項の規定により、徒歩により通勤するもの

とした場合の通勤距離が片道２キロメートル以上で、交通機関等を利用してその運賃

を負担し、又は自動車若しくは自転車等を使用することを常例とする職員に支給する

とされ、職員が、通勤手当を受給する要件を具備するに至った場合又は通勤のため負

担する運賃等の額に変更があった場合には、通勤手当に関する規則（昭和４６年３月

奈良県人事委員会規則第２０号）第３条の規定により、通勤届により、その通勤の実

情を任命権者に届け出なければならないとされている。

通勤距離が片道２キロメートル以上の通勤手当支給対象者から学校長に提出された

通勤届は、学校長の確認を受けた上で任命権者である実施機関に送付され、実施機関

において通勤手当の確認及び決定（以下「認定」という。）を受けることとなる。一

方、通勤距離が片道２キロメートル未満の者は、学校長に通勤届を提出するが、通勤

手当が不支給であることから、通勤届を実施機関に提出する必要はなく、学校で保管

されている。

また、交通機関の運賃負担額変更等に係る通勤手当改定届（以下「改定届」という。

）は、電車、バス等の運賃改定により運賃負担額に変更が生じる複数の職員分につい

て、学校長が一括して確認を行った上で、実施機関に送付され、実施機関で認定され

る。

本件開示請求は、○○○立○○中学校に勤務する職員を特定して、当該職員に係る

通勤届及び改定届の開示を求めるものである。これは、当該職員の通勤手当を認定し

た通勤届及び改定届を実施機関が保有していることを前提とするものである。

したがって、当該職員の通勤届及び改定届が実施機関に存するということは、当該

職員の通勤距離が片道２キロメートル以上であることを前提とするものであって、当

該文書の存否を答えることは、当該事実の有無を明らかにすることになる。

３ 指導文書について

異議申立人は、当該職員の通勤手当の不正受給について、学校長又は任命権者が指

導した経緯が分かる文書の開示を求めている。県費負担教職員に係る懲戒処分につい

ては、任命権者である実施機関の権限である。仮に、不正受給があったならば、当該

学校長又は実施機関が何らかの指導を行った可能性があり、実施機関が懲戒処分を検

討するに当たり、この指導の経緯が分かる文書が実施機関に存するものとの前提に立

っているものと考えられるが、当該文書の存否も通勤手当を受給していること、すな

わち、通勤距離が片道２キロメートル以上であることを前提としていることから、当

該文書の存否を答えることは当該事実の有無を明らかにすることになる。
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４ 不開示と判断した理由について

条例第７条第２号は、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生

年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの」を原則として

不開示とする旨規定している。

○○○立○○中学校に勤務している特定の職員が、通勤届を提出しているか否か及

び当該個人の通勤による通勤手当の不正受給について、学校長又は実施機関が指導し

た経緯が分かる文書が存するか否か、すなわち、当該職員の通勤距離が○○○立○○

中学校から片道２キロメートル以上であるか否かという事実（以下「通勤距離情報」

という。）は、条例第７条第２号に規定する個人に関する情報であって、当然に個人

識別性を有する情報であると認められる。

そして、通勤距離情報は、これを広く一般に公にする制度ないし実態があるものと

は認められず、また、そのような性質を有するものとは考えられないことから、同号

ただし書アに規定する「法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にする

ことが予定されている情報」に該当するものではない。また、通勤距離情報について

は、人の生命、健康、生活又は財産を保護するために何人に対しても公にすることが

必要であると認めるべき特段の事情も見当たらず、同号ただし書イに規定する情報に

該当するものでもなく、当該情報が公務員の職務の遂行に係る情報でもないことから、

同号ただし書ウに規定する情報にも該当するものではない。改定届についても、職員

が通勤手当の支給を受けているか否かが明らかになるだけでなく、特定の交通機関を

利用している事実を明らかにすることになる。

さらに、当該職員の通勤手当の不正受給について、学校長又は実施機関が指導した

事実の有無という情報は、当該職員の名誉や信用に直接関わる情報であり、当然に個

人識別性を有するため、条例第７条第２号本文に掲げる情報に該当し、同号ただし書

ア、イ及びウに規定する情報に該当するものではない。これに関連して、職員に対し

て懲戒処分を行った場合、その氏名を公表する場合があるが、手当の不正受給があっ

たとしても、必ずしも懲戒処分に至るわけではなく、その態様、不正の程度等を勘案

しながら判断することになる。また、手当の不正受給により懲戒処分に至った場合で

あっても、全て氏名が公表されるのではなく、実施機関が定めた「教職員懲戒処分の

公表基準について」に照らし個別に判断することとなっている。したがって、公表す

ることとされていない指導文書の存否を答えることは、個人の名誉や信用に直接関わ

る情報である通勤手当の不正受給に係る指導の事実の有無を明らかにすることになる。

以上のことから、本件開示請求は、特定の職員の名を挙げてされたものであり、本

件行政文書の存否を答えるだけで特定の職員に係る通勤距離が片道２キロメートル以

上あるか否かということ及び通勤手当の不正受給に係る指導の有無という条例第７条

第２号に規定する個人に関する情報を開示することとなるため、条例第１０条の規定

により不開示としたものである。
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５ 異議申立ての理由について

異議申立人は、第３の２の（１）のウのとおり、「税金の使途を明らかにするのは、

県民としての権利、また、教育委員会が開示しないのは職務の怠慢である。」と主張

する。

しかしながら、行政文書の公開については、条例第１条にあるように「県民の知る

権利への理解を深めつつ、県の有するその諸活動を県民に説明する責務が全うされる

ようにするとともに、公正で開かれた県民本位の県政を一層推進することを目的とす

る」という理念の下にあっても、一方では、公開することにより、個人の正当な権利

利益を害したり、県民全体への福祉の増進を目的とする行政の公正かつ適切な執行を

妨げ、県民全体の利益を著しく害することのないよう配慮する必要がある。

このため、条例においては、県の保有する情報は公開を原則としつつ、条例第７条

各号に定める不開示情報の規定が設けられているものであり、本件開示請求について

は、４のとおり、本件行政文書の存否を明らかにするだけで条例第７条第２号に定め

る不開示情報を開示することとなるため不開示としたものである。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

条例は、その第１条にあるように、県政に対する県民の理解と信頼を深め、県民の

県政への参加を促進し、もって県民の知る権利への理解を深めつつ、県の有するその

諸活動を県民に説明する責務が全うされるようにするとともに、公正で開かれた県民

本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解釈・運用

に当たっては、県民の行政文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなければなら

ない。

しかし、この行政文書開示請求権も絶対的で無制限な権利ではなく、個人、法人等

の権利利益や、公共の安全、公共の利益等も適切に保護すべき必要があり、開示しな

いことに合理的な理由がある情報を不開示情報として、条例第７条に規定している。

これらの条例上不開示とされている情報については、条文の趣旨に添って客観的に判

断する必要がある。

したがって、当審査会は、原則開示の理念に照らし、本件行政文書が、不開示情報

を規定する条例第７条各号に該当するかどうかを、その文理及び趣旨に従って判断す

るとともに、本件事案の内容に即し、個別、具体的に判断することとする。

２ 存否応答拒否について

条例第１０条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在している

か否かを答えるだけで、不開示情報を開示することになるときは、実施機関は、当該

行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる」と規定
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している。

開示請求に対しては、当該開示請求に係る行政文書の存否を明らかにした上で、存

在している場合は開示又は不開示の決定をし、存在しない場合は存在しない旨の決定

をすることが原則である。

しかし、本件開示請求のように、特定の個人の名を挙げて、当該個人の特定の個人

情報が記録された行政文書の開示請求があった場合には、行政文書に記録されている

当該個人情報は存在するが、不開示情報に該当するとして不開示決定をしたり、当該

個人情報を記録した行政文書が存在しないとして不開示決定をすれば、当該個人情報

の存否が明らかになってしまうが、これにより不開示情報を開示することとなってし

まう場合がある。

そこで、条例第１０条は、その例外として、行政文書が存在するしないにかかわら

ず、開示請求された行政文書の存否について回答すれば、不開示情報を開示すること

となる場合には、開示請求を拒否することができることを定めたものである。これは、

開示請求に対する応答の例外的な取扱いを定めたものであることから、この規定を適

用するに当たっては、行政文書の存否を明らかにするだけで、どのような内容の不開

示情報を開示することとなるのか具体的に明らかにする必要がある。

３ 本件行政文書について

本件行政文書は、特定の職員の通勤手当支給に係る通勤届及び改定届（以下「本件

行政文書１」という。）並びに特定の職員の通勤手当の不正受給に関わる学校長又は

任命権者が指導した経緯が分かる文書（以下「本件行政文書２」という。）である。

（１）本件行政文書１について

本件開示請求において、名を挙げられた○○教諭は県費負担教職員であり、県費

負担教職員の通勤手当は、給与条例第１１条の６第１項の規定により、徒歩により

通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル以上で、交通機関等を利

用してその運賃を負担し、又は自動車若しくは自転車等を使用することを常例とす

る職員に支給するとされ、職員が、通勤手当を受給する要件を具備するに至った場

合又は通勤のため負担する運賃等の額に変更があった場合には、通勤手当に関する

規則第３条の規定により、通勤届により、その通勤の実情を任命権者である実施機

関に届け出なければならないとされている。

また、改定届は、電車、バス等の運賃改定により運賃負担額に変更が生じる複数

の職員分について、学校長が一括して確認を行った上で、実施機関に送付され、実

施機関が認定する。

なお、実施機関に確認したところ、平成１６年から平成２１年までの間に運賃改

定による運賃負担額の変更により改定届の提出の対象となったのは、奈良交通バス

を利用する職員だけであったとのことである。

（２）本件行政文書２について

県費負担教職員に係る懲戒処分は、任命権者である実施機関の権限である。した
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がって、仮に不正受給があったならば、学校長又は任命権者である実施機関が何ら

かの指導を行う可能性があり、実施機関が懲戒処分を検討するに当たり、不正受給

に関わる指導の経緯が分かる文書を作成し、又は取得する場合がある。

４ 本件存否情報の条例第７条第２号該当性について

実施機関は、本件行政文書の存否を答えるだけで、条例第７条第２号に規定する不

開示情報を開示することになるため、条例第１０条の規定により不開示決定した旨主

張しているので、以下検討する。

（１）条例第７条第２号について

条例第７条第２号本文は、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏

名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの」を原

則として不開示とする旨規定している。

同号ただし書は、同号本文に該当する情報であっても、「ア 法令等の規定によ

り又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報」、「イ 人

の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認めら

れる情報」、「ウ 当該個人が公務員等である場合において、当該情報がその職務

の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務

遂行の内容に係る部分」のいずれかに該当する情報については、同号の不開示情報

から除外することとしている。

（２）本件行政文書１について

実施機関の説明によると、通勤距離が勤務公署から徒歩で片道２キロメートル以

上である通勤手当支給対象者の通勤届については、実施機関において通勤手当の認

定を行う必要から、当該通勤届を実施機関で保有するが、片道２キロメートル未満

で通勤手当が支給されない場合においては、当該学校で保管されるだけで、実施機

関では通勤届を保有しないとのことである。とすると、実施機関が通勤届を保有し

ているという事実の有無を明らかにすれば、特定の職員の通勤距離が、勤務公署か

ら徒歩で片道２キロメートル以上であるか否かという情報が明らかになる。また、

実施機関の説明によると、平成１６年から平成２１年までの間に改定届の提出が必

要となったのは奈良交通バスを利用する職員だけであるとのことである。とすると、

実施機関が改定届を保有しているという事実の有無を明らかにすれば、特定の職員

が通勤に奈良交通バスを利用しているか否かという情報が明らかになる。

ところで、条例第７条第２号は、基本的人権を尊重し、個人の尊厳を守る立場か

ら、個人のプライバシーを最大限保護するため、個人に関する情報を不開示として

いるものであるが、個人のプライバシーの概念が抽象的であり、その具体的な内容

や保護すべき範囲が必ずしも明確でないことから、個人の権利利益の十分な保護を

図るため、特定の個人を識別できる情報を不開示と定めている。その結果、本来保

護する必要性のない情報も含まれることとなることから、これらの本来保護する必

要性のない情報を同号ただし書により不開示情報から除外している。
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本件行政文書１の存否を答えることにより明らかになる情報は、職員の住所や通

勤経路が直ちに識別できるものではないが、特定の個人の名を挙げて開示請求され

たものであるから、特定の個人を識別できる情報に該当すると言わざるを得ない。

そこで、当該情報が同号ただし書の例外に該当するかどうか検討すると、当該情報

は、これを広く一般に公にする制度ないし実態があるものとは認められず、そのよ

うな性質を有するものとは考えられないことから、同号ただし書アに該当するもの

ではない。また、当該情報は、公務員の職務の遂行に係る情報でもないことから、

同号ただし書ウに該当せず、さらに、同号ただし書イに該当しないことは明らかで

ある。

したがって、本件行政文書１は、その存否を答えるだけで、条例第７条第２号に

規定する不開示情報を開示することになる。

（３）本件行政文書２について

本件行政文書２の存否を答えることにより特定の職員が通勤手当の不正受給に関

わって学校長又は任命権者から指導を受けた事実の有無という情報が明らかになり、

この情報は、当該職員の名誉や信用に直接関わる個人のプライバシーの保護の必要

性が認められる情報であり、当然に当該個人の識別性を有する情報であると認めら

れ、条例第７条第２号本文に掲げる個人に関する情報に該当する。また、当該情報

については、これを広く一般に公にする制度ないし実態があるものとは認められず、

また、そのような性質を有するものとは考えられないことから、同号ただし書アに

規定する「法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定

されている情報」に該当するものではない。

なお、実施機関では、「教職員懲戒処分の公表基準について」を定めており、不

正受給に関連して懲戒処分に至った場合には、職員の氏名が公表されることも考え

られるが、実施機関の説明によると、通勤手当の不正受給があったとしても、必ず

しも懲戒処分に至るわけではなく、懲戒処分に至った場合であっても、全て氏名が

公表されるのではないとのことである。

これらのことから、通勤手当の不正受給に関わって学校長又は任命権者から指導

を受けた事実の有無という情報は、同号ただし書アに該当しないと認められる。ま

た、当該情報は、公務員の職務の遂行に係る情報でもないことから、同号ただし書

ウに該当せず、さらに、同号ただし書イに該当しないことは明らかである。

したがって、本件行政文書２は、その存否を答えるだけで、条例第７条第２号に

規定する不開示情報を開示することになる。

（４）まとめ

したがって、本件行政文書の存否を答えるだけで、条例第７条第２号に規定する

不開示情報を開示することになるため、条例第１０条の規定により、当該行政文書

の存否を明らかにしないで、本件開示請求を拒否すべきものと認められる。

５ 結 論
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以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２２年１０月１３日 ・ 実施機関から諮問を受けた。

平成２２年１１月２９日 ・ 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成２２年１２月１６日 ・ 事案の審議を行った。

（第１４３回審査会）

平成２３年 ２月１５日 ・ 異議申立人から意見等を聴取した。

（第１４４回審査会） ・ 実施機関から不開示理由等を聴取した。

・ 事案の審議を行った。

平成２３年 ４月 ６日 ・ 事案の審議を行った。

（第１４５回審査会）

平成２３年 ６月 ２日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１４６回審査会）

平成２３年 ６月２４日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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